
Educational Institution Division

若者の進路選択の状況

～データで見る中京圏の状況と考察～

２０１７．１１．２７
リクルート進学総研所長
リクルート「カレッジマネジメント」編集長
小林 浩



Educational Institution Division 1

１８歳人口の推移・将来推計（全国）

団塊ジュニア
世代

２０１８年
問題

１８歳人口減少も
大学進学率上昇
大学進学者数・
大学数が増加

非婚化・少子化で
団塊ジュニア・

ジュニアの山できず
１８歳人口横ばいに

２０１８年を機に
人口は再び
減少フェーズに
歯止めかからず

リニアが開通する
２０３０年頃は、
１００万人切る直前
にまで減少

Ｈ２９．５．２９文部科学省中央教育審議会将来構想部会配布資料より作成

２０４０年には
１８歳人口は
９０万人を切る



（北海道）15.8％

（東北） 21.2％

（南関東）4.9％

（東海） 10.3％

（九州・沖縄）18.1％

（北陸） 15.0％

（中国） 10.3％

（近畿） 14.4％

（甲信越）18.6％

（四国） 15.4％

【将来推計】地域別：２０１６年⇒２０２７年でどれくらい減少するのか

全国平均減少率 12.4％

2016年

2027年



【将来推計】中京圏：２０１６年⇒２０２７年でどれくらい減少するのか



Educational Institution Division 4Ｈ２９．５．２９文部科学省中央教育審議会将来構想部会配布資料より作成

【現状】都道府県別高等教育機関への進学率
 高等教育全体の進学率は、東海圏は６５～７２％
 大学進学率では、東海圏で愛知県が５割超
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【現状】自県、域内の大学にどれくらい進学するのか（地元残留率）

Ｈ２９．５．２９文部科学省中央教育審議会将来構想部会配布資料より作成

 愛知の自県残留率は日本でトップ
 静岡は、４割が東京圏に流出

※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏、
甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州
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愛知県

岐阜県

三重県

静岡県

【現状】東海圏の高校生はどこに進学しているのか
 愛知の自県残留率は日本でトップだが、流出先は東京がトップ
 静岡は、大学は東京に、短大は神奈川に流出
 流入では、岐阜への短大進学者が、石川で1位、富山で2位



Educational Institution Division 7リクルート「進学センサス」より

 ぜひ、地元に残りたい高校生は、若干だが増加している
 南関東（61.3％）、関西（55.1％）地元志向が高い
 「東北」「北関東・甲信越」「北陸」は「離れたい」が高い

【現状】進学時の地元志向、離れたい高校生は減少傾向
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【現状】地元を出たい理由は
 大都市圏では、新しい土地で新しい経験をしたい
 大都市圏以外では、学びたい分野が学べる学校がない
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【現状】求人倍率は、中京圏全体が高い⇒強い人手不足感

2017年9月有効求人倍率
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 データから見たファクトの整理と今後への考察

 今後10年でみると、中京圏は、全国的に若者の人口減少割合は全国より緩やか
 それでも、1割以上は減少する
 若者を育成する高等教育機関への進学状況は、愛知県と他の県で大きな差
 中京圏の域内進学率は、全国的にも非常に高い（静岡は多くが東京圏へ流出）
 一方、他地域からの流入は多くない（一部北陸から流入）
 地元以外に進学する理由は、「新しい地域体験」「学びたい分野の学校がない」
 有効求人倍率は、地域全体で高く、人手不足感は高い

 大都市圏以外の地元進学を高めるためには、地域での学びたい分野の学部・学
科・コース等を充実させることが必要

 中京圏以外からの流入が少なく、域外へのリクルーティングが課題
 域外からの流入を増やすには、学ぶ場だけでなく、中京圏で積極的に新しい経験
をしたいと思わせることが重要

 有効求人倍率が高いということは、企業に活気があり、就職の場が沢山あるとい
うこと

 若者を引き付けるためには、東京本社に就職だけでなく、働く場としての中京圏
の魅力の発信が課題（新卒・Ｕ・Ｉ・Ｊターン）


